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貸 借 対 照 表
（平成２９年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １，０６８，６６６ 流 動 負 債 ２，５１６，８６７

現 金 及 び 預 金 ２７，１６７ 買 掛 金 ２４５，０５４

売 掛 金 ５５２，１６６ 短 期 借 入 金 ２８０，０００

未 収 入 金 ２１５，６４７ 1年以内返済長期借入金 １０１，６００

短 期 貸 付 金 １０，８８２ リ ー ス 債 務 １１０，１９２

商 品 及 び 製 品 ４，７８３ 未 払 金 ５７４，４９３

原材料及び貯蔵品 ３４，９１７ 未 払 費 用 ４５，７８５

前 払 費 用 ９１，２０９ 未 払 法 人 税 等 ７５，１８２

繰 延 税 金 資 産 １１７，１７１ 未 払 消 費 税 等 ７５，８８８

その他流動資産 １４，７２０ 賞 与 引 当 金 ２７８，１２２

預 り 金 ６６，８５３

固 定 資 産 １３，４５３，０５７ 前 受 金 １７５，１４１

有 形 固 定 資 産 １２，６６８，１７９ 1年以内返済預り保証金 ２１０，１０７

建 物 ３，８８５，６０９ その他流動負債 ２７８，４４６

構 築 物 １２３，７１０
固 定 負 債 ３，８６５，１１６

機 械 装 置 １４９，３１３
長 期 借 入 金 ５５９，２００

車両及び運搬具 ２，６５２，４４６
リ ー ス 債 務 ６５０，６７２

工 具 器 具 備 品 ６５，５６０
役員退職慰労引当金 ３７，２２８

土 地 ５，０５２，２７６
退職給付引当金 １，２５２，７８９

リ ー ス 資 産 ７３９，２６３
ﾊﾞｽｶｰﾄﾞ払戻引当金 １，８０３

預 り 敷 金 ４７４，０３２

無 形 固 定 資 産 ３３０，７８３ 預 り 保 証 金 ８８８，７９０

ソ フ ト ウ ェ ア ５２，８６２ 負 債 合 計 ６，３８１，９８４

建 設 仮 勘 定 ２７７，９２０ 純 資 産 の 部

株 主 資 本 ８，１３９，７３８

投資その他の資産 ４５４，０９４ 資 本 金 ３，０００，０００

差 入 保 証 金 ５，１９１ 資 本 剰 余 金 ３，０００，０００

長 期 前 払 費 用 ２，６８６ 資 本 準 備 金 ３，０００，０００

繰 延 税 金 資 産 ４２１，８１４ 利 益 剰 余 金 ２，１３９，７３８

そ の 他 投 資 ２４，４００ その他利益剰余金 ２，１３９，７３８

繰越利益剰余金 ２，１３９，７３８

純 資 産 合 計 ８，１３９，７３８

資 産 合 計 １４，５２１，７２３ 負債・純資産合計 １４，５２１，７２３
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損 益 計 算 書
平成２８年 ４月 １日から

平成２９年 ３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 ８，４７２，７７６

売 上 原 価 ６，９０８，５１３

売 上 総 利 益 １，５６４，２６２

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６８４，６０３

営 業 利 益 ８７９，６５８

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ３２

そ の 他 営 業 外 収 益 ２０，２６４ ２０，２９６

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ４２，１２０

そ の 他 営 業 外 費 用 ６６ ４２，１８７

経 常 利 益 ８５７，７６７

特 別 利 益

補 助 金 等 ２４，２６２

固 定 資 産 売 却 益 １０，４７４ ３４，７３７

特 別 損 失

固 定 資 産 売 除 却 損 ４，３５４

固 定 資 産 圧 縮 損 ２１，９８８

固 定 資 産 除 却 工 事 費 ３，８７０

そ の 他 特 別 損 失 ２，２６２ ３２，４７５

税 引 前 当 期 純 利 益 ８６０，０２８

法人税、住民税及び事業税 ２９８，５０８

法 人 税 等 調 整 額 △ １６，６４６ ２８１，８６１

当 期 純 利 益 ５７８，１６７
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個 別 注 記 表
平成２８年４月 １日から

平成２９年３月３１日まで

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 時価のないもの …… 移動平均法による原価法

２ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貸借対照表価額は、原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

①貯蔵品のうちバス給油地下タンクの軽油及び灯油 … 総平均法による原価法

②上記以外の貯蔵品及び商品 ……………… 最終仕入原価法

３ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

・建物、建物附属設備、車両及び運搬具並びに平成28年4月1日以降に取得した構築物

……………… 定額法

・その他 ……………… 定率法

なお、少額減価償却資産（１０万円以上２０万円未満）は、一括して３年間で均等償却す

る方法を採用しております。

②リース資産 ……………… 残存価額を零とするリース期間定額法

なお、主なリース期間は５年です。

（２）無形固定資産 ……………… 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度の計上はありません。

（２）賞与引当金

従業員賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
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（５）バスカード払戻引当金

平成２７年３月３１日をもって使用停止したバスカードの払戻費用（５年間有効）に備えるため、

販売実績、使用実績及び払戻実績等に基づいて算出した払戻見込額を計上しております。

５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（２）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

６ 会計方針の変更

（平成２８年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成２８年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第３２号 平成２８年６月１７日）を当事業年度より適用し、平成２８年４月１日以後

に取得した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２６号 平成２８年３月

２８日）を当事業年度から適用しております。

なお、当事業年度において、計算書類における影響はありません。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１ 担保に供している資産

（１）イオン㈱から預かった敷金及び建設協力金を担保するため、当社が保有する土地及び建物に極度

額３，５３２，５１５千円の根抵当権を登記しております。

（２）担保に供している固定資産

土 地 １，２７３，９１７千円

建 物 ２，９３９，３２５千円

構 築 物 ３５，０２０千円

工具器具備品 １８，３１５千円

合 計 ４，２６６，５７９千円

（３）担保権によって担保されている債務

敷 金 ４５０，０００千円

保 証 金 １，０２７，５０５千円

合 計 １，４７７，５０５千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 ９，９６９，８８２千円

３ 固定資産の取得原価から直接減額された国庫補助金等累計額 １，１７８，９７６千円

４ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 ３１，８３６千円

短期金銭債務 ２３９，５７５千円
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Ⅲ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であります。

Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記

親会社の子会社

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 （被所有）割合 との関係 （千円） （千円）

親会社 ㈱北海道ジ ＣＭＳ基本契 資金の借入 (注2) 340,769 短期借入金 280,000
の子会 ェイ・アー － 約書の締結
社 ル商事 利息の支払 (注2) 7,534 － －

(注1)
－ 長期借入金 101,600

設備投資に係る (1年内返済)

借入
(注3)

－ 長期借入金 559,200

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 当社ではグループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システム（以下CMS）に

参加しており、㈱北海道ジェイ・アール商事が当該システム統括会社となっております。

（注２） 資金の借入に関し、取引金額は日常反復的に発生するため、期中平均残高を記載しております。

なお、利息についてはＣＭＳ基本契約書によっております。

（注３） 本社併設整備センター及び手稲サービスステーション建設資金調達のための長期借入金であり、

金利については、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。

Ⅴ 一株当たり情報に関する注記

１ 一株当たりの純資産額 １３５，６６２円３１銭

２ 一株当たりの当期純利益 ９，６３６円１１銭

Ⅵ その他の注記

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切り

捨てて表示しております。


